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The Convention on International Trade in Endangered Species on Wild Fauna and Flora (CITES) was adopted 
in 1973 , as one of the global environmental agreements, plays a significant role in the protection of species of 
endangered wild flora and fauna.  Japan became a party of CITES in 1980.  
However, with international rulings such as those indicating that Japanese domestic implementation of  
CITES was insufficient, improvement measures - such as the successive and related enactment of laws, and the 
introduction of regulatory measures - were put in place. 
This paper chronologically analyses Japan’s related policy making process during the period since the 
acceptance and domestic implementation of CITES in the 1970s up until the 1990s. It examines acknowledgments 
of the issues and the kind of initiative inside of Japanese government for the protection of species of wild fauna and 
flora from the point of view of environmental conservation. 
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古屋議定書（Nagoya Protocol on Access to Genetic 
Resources and the Fair and Equitable Sharing of 
Benefits Arising from Their Utilization to the 





















































































おける IUCN総裁（当時）のスピーチSPEECH BY THE 
DIRECTOR GENERAL OF THE INTERNATIONAL 
UNION FOR CONSERVATION OF NATURE AND 
NATURAL RESOURCES DR. LEE M. TALBOLを参
照。http://www.cites.org/eng/cop/03/E03-Opening- 


















































































































































































































アロワナに つ い て は 、同ニ ュ ー ス レターVol.2  
ワシントン条約の締結及び国内実施の政策形成過程に関する考察 
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99 1989年10月4日付け読売新聞夕刊2面「第8回ワシント
ン条約締約国会議 日本開催は微妙に 省庁の費用分
担でモメる」と題する記事を参照。 
100 1989年10月5日付け朝日新聞夕刊2面「ワシントン条約
91年会議、日本招致へ全力 環境庁など」と題する記
事を参照。 
101
 磯崎・前掲注91)を参照。 
102
 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法
律施行令（平成5年政令第17号）別表第二。前掲注89)22
頁の図１「希少野生動植物種の指定」を参照。 
103
 磯崎・前掲注91)86頁の文末脚注(33)を参照。 
104 ただし、違法に輸入されたことを知っていた場合のみ命
令しうることとされ、善意第三者に対しては命令できな
いという限界がある。磯崎・前掲注101)、大塚・前掲
注11)598頁を参照。 
105 外務省ホームページにおいても、ワシントン条約に関す
るわが国の貢献として、1989年～1994年の締約国会議
ホスト国としての貢献、1992年以降の条約関連委員会
への人的貢献、資金拠出をあげている。 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/jyoya
ku/wasntn.html を参照（2011年3月23日閲覧）。 
106 第9回締約国会議において、日本は常設委員会の議長国
に全会一致で選出された。金子・前掲注5)は、その一因
として、日本の条約履行改善が国際的に評価されたこと
をあげる。条約の国内履行措置によって、我が国の対外
的プレゼンスが左右されることを示す例と言えよう。こ
の点からも国内省庁による国内担保措置の積極的創発
が必要不可欠と言えよう。 
107 ただし、我が国が、地球の生物多様性の保全に向かって、
ワシントン条約上の責務を果たすとともに、締約国会議
等の国際的な議論の場においても今後の条約スキーム
の発展のために尽力すべきであることは忘れてはなら
ない。西井編・前掲注1)（金子執筆部分）112頁を参照。 
108 前掲注89)を参照。 
109 宇都宮・前掲注97)10頁は、1972年前後の国際的環境危
機意識をテコとした国内環境法制度の整備により、公害
克服にはある程度成功した旨を述べている。ワシントン
条約対応のための新たな法制度の整備も、この時期の国
際的動向をテコにして試みられたが、奏功しなかったと
言えるのではないだろうか。 
110 宇都宮・前掲注97)は、1992年-2000年を「地球環境政
策の発展期」とし、この時期の具体的な政策動向として、
種の保存法の制定に言及している。我が国のワシントン
条約対応に向けた創発は、1970年代の逸機の後、「地球
環境政策の萌芽期・形成期」（前掲注97））以降の地球
環境問題への危機意識の高まりとともに、他の地球環境
条約と並行して積極化したと言えるのではないだろう
か。 
111 名古屋議定書は COP10最終日の前日まで合意が形成さ
れず、最終段階で議長案が合意されたとされる。COP10
議長の松本龍環境大臣の発言として、 
http://eco.nikkeibp.co.jp/article/column/20101102/
105159/ を参照（2011年3月29日閲覧）。また、松本
龍「環境外交の舞台裏」（日経 BP、2011）参照。 
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